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第１ 計画の概要                      

 
１ 地域福祉とは  
 
  私たちは，家族や親戚，近隣の人，友人，知人など様々な人たちとかかわり
ながら地域の中で暮らしています。そして，様々な生活課題や困難にぶつかり
ながら生活しています。日常の様々な課題のひとつである福祉課題についても
同じことで，私たちは誰もが，福祉課題を抱える可能性をもって暮らしていま
す。たとえば，高齢になって介護が必要になったり，子育て中に保育サービス
が必要になったり，あるいは病気のために働けなくなったり，また，障がいが
あって在宅生活の支援が必要になるといった場合もあります。私たちが暮らす
地域社会には，福祉課題を抱えて何らかの支援を必要としている人がいますし，
私たちの誰もがその当事者になりうるということです。  

 
そのような福祉課題に対して，私たちはまず，個人や家族でその課題に対応

しながら暮らしています。誰もが基本的には，自分の暮らしに責任をもって，
安心安全な生活（人生）を送りたいという願いをもっています。自分や家族の
問題は自分たちが自己決定した方法で解決したいと願っています。自立・自律
した生活を送ることはどんな人にも共通する願いだといえます。  

 
しかし，ときには個人や家族だけでは解決することができない課題や困難に

直面することがあります。そういうときには，様々な方法でその課題に対応し
ます。公的な制度として専門家や行政の支援・援助（サービス）を受けること
もありますし，友人，知人，ボランティアやＮＰＯなどの活動に支えられるこ
ともあります。また，企業が提供するサービスを購入することにより解決を図
ることもありますし，地域における住民どうしの助け合いや支え合いにより解
決できることもあります。誰もが地域で自分らしく安心して暮らしていくため
には，自らが生活課題を解決していこうとする主体性と，社会全体で相互に支
え合う仕組みが必要です。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

このように，個人や家族では解決することができない生活課題や困難
の解決・緩和を図る様々な社会的取り組み（公的な制度，住民どうしの
助け合いなど含めた福祉活動や福祉行為）全体のことを社会福祉である
ということができます。そして，地域福祉とは，地域社会を基盤とした
社会福祉であるといえます。誰もが人間としての尊厳をもち，地域社会
の一員として，その人らしい自立した生活が送れるよう，地域住民や福
祉サービスを提供する事業者，ボランティア，様々な団体，組織，行政
など，すべての者が協力し合い，互いに支え合う地域社会をつくる取り
組みや，仕組みづくりが地域福祉であるといえます。  
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  ＊ＮＰＯ（Non-Profit Organization） 
営利を目的としない民間組織・団体。狭い意味では，特定非営利活動促

進法(平成１０年法律第７号)に基づく特定非営利活動法人(ＮＰＯ法人)を
指しますが，一般的には，営利を目的とするのではなく，社会的使命の実
現を目指して活動を行う組織・団体のことをいいます。法人格のない市民
活動団体やボランティア団体から，社会福祉法人のように法人格をもつも
のまで，広い範囲の民間組織・団体を含みます。なお，非営利というのは，
収益活動を行わないのではなく，利益が発生しても構成員間で分配せず，
その利益は使命の実現のため，活動の展開に再投入されます。 

 
 
 
 
２ 計画策定の背景 
 

社会福祉制度は，戦後の混乱期に生活困窮や児童問題などに対応するため，
行政主導で保護・救済する制度（措置制度）として展開してきました。しかし，
少子・高齢化や核家族化の進展，家庭機能の変化，低成長型経済への移行など
社会環境は大きく変わりました。同時に，人々の価値観やライフスタイルが変
化し，従来のような，福祉課題を抱えた限られた人を行政が支援するといった
考え方だけで問題を解決することが困難になってきました。また，地域社会の
つながりが薄れる中で，新しい社会に対応した，新たな地域のつながりが求め
られています。 

 
このような社会・経済の大きな構造変化に対し，社会福祉の新たな枠組みを

つくる議論が生まれました。これがいわゆる「社会福祉基礎構造改革」です。
１９９８（Ｈ１０）年６月の中央社会福祉審議会「社会福祉基礎構造改革につ
いて（中間まとめ）」では，社会福祉の理念は，「個人が人としての尊厳をもっ
て，家庭や地域の中で，その人らしい自立した生活が送れるよう支援する。ま
た，自らの生活は自らの責任で営む，自らの努力だけでは自立した生活を維持
できない場合に社会により支援する。」との考え方が示されました。これは，
個人の自立と選択を尊重した制度の確立，質の高い福祉サービスの確保，地域
での生活を総合的に支援するための地域福祉の充実を目指すものです。そして，
社会福祉の考え方は，「措置・給付」から「契約・利用」へと大きく転換しま
した。 

 
  一方で，社会福祉行政の計画化の流れがあります。中央集権的に国が策定す
るものであった福祉行政計画は，１９８９（Ｈ元）年の「高齢者保健福祉推進
１０か年戦略（ゴールドプラン）」以降，次第に都道府県，市町村へと計画策
定の主体が移り，地方分権の進展とあいまって，住民参加による計画策定が重
要事項となりました。 
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これらの流れを受けて，平成１２年に社会福祉関係法の改正がなされました。
社会福祉法第１０７条は，「市町村は地域福祉の推進に関する事項として次に
掲げる･･･ を一体的に定める計画（＝地域福祉計画）を策定する」ことを規
定しました。また，策定に当たっては，住民や社会福祉事業者，社会福祉活動
をする者の意見を反映させることを併せて示しています。 

 
＊社会福祉法(昭和２６年法律第４５号)第１０７条 
市町村は，地方自治法第２条第４項の基本構想に即し，地域福祉の推進に関

する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「市，町村地域福
祉計画」という。）を策定し，又は変更しようとするときは，あらかじめ，住
民，社会福祉を目的とする事業を経営する者その他社会福祉に関する活動を行
う者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに，その内容を公表
するものとする。 

    1．地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 
2．地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 
3．地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

 
 
 
３ 地域福祉計画とは 
 
(1) 住民主体の理念 
  地域福祉計画は，住民参加を前提にした社会福祉計画です。また，地方公
共団体が独自の財源と創意工夫により策定する計画でもあります。つまり，
住民の意思に基づき地方行政を行う住民自治と，地方公共団体が独自性をも
って行う団体自治という二つの原理を車の両輪とした地方自治を，福祉の観
点で推進していくものであるといえます。まちづくりを進めていくためには，
住民が自分たちのまちをどのようなまちにしたいかを主体的に考え，合意形
成していく必要があります。地域福祉計画は，福祉のまちづくりを進めてい
く上での住民主体を理念としています。 

 
(2) 総合化の理念 
  地域福祉計画は，いわゆる福祉３プラン，高齢者保健福祉計画・介護保険
事業計画，次世代育成支援行動計画，障害者計画・障害福祉計画と異なって，
基本的に計画内容である単独施策メニューをもっていません。地域福祉計画
は，これら縦割りの福祉３プランを横断的につなぐ，総合化の計画です。ま
た，福祉３プランの総合化だけでなく，社会福祉協議会など民間団体が策定
する地域福祉活動計画を含めて，関連する行政計画を横断的に連携させ，総
合的な地域福祉システムの運営を図ろうとするものが，地域福祉計画です。
今まで，高齢者，障がいのある人，児童，ひとり親家庭など対象者ごとに縦
割りだった福祉施策・福祉サービスを，生活の場である地域において，ひと
つのつながったサービスにしていこうとするものです。 
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実際の生活の場では，高齢者，あるいは障がいのある人，児童だけが単独
で暮らしているわけではありません。たとえ一人暮らしの人であっても，地
域の中で誰かとかかわりながら暮らしています。例えば，高齢者の地域ケア
を実践するとき，なぜネットワークシステムが必要なのかということを地域
福祉で考える。個別計画で対応できない横断的な概念やシステムを担うのが
地域福祉計画です。  

 
(3) 利用者本位の理念 
  地域福祉は，サービスを提供する側の押しつけでなく，あくまでも利用者
側の主導で，それぞれの生活のしかたや状況に合わせたサービスや活動を利
用していくものです。自己選択や自己決定を尊重しながら，利用者がサービ
スを安心して利用できるようなサービス提供の仕組み，情報提供の仕組み，
権利擁護の仕組みなどを構築するのが地域福祉計画です。 

 
(4) 共生の理念 

私たちが暮らす地域には，様々な立場の人がそれぞれかかわりをもちなが
ら暮らしています。年齢，性別，心身の状態，所得，社会的立場，国籍，文
化など様々な違いがあっても，みんな同じ地域社会の同じ時代に生きている
ことを大切にしよう，お互いの違いを認め合う，お互いが個性をもった存在
として認め合い，尊重し合う多元的・多文化的な共生社会を目指すのが地域
福祉計画です。 

 
(5) 協働と連携の理念 
  地域福祉計画は，一人ひとりの暮らしを自立・自律したものにするために，
地域の中に様々なネットワークをつくろうとするものです。福祉の専門職の
ネットワーク，住民どうしのネットワーク，住民と事業者のネットワーク，
ボランティア，ＮＰＯ，住民と行政のネットワークなどあらゆるネットワー
クを地域システムとして機能させるのが，地域福祉計画です。そのために，
様々な立場の者が，協働・連携して地域福祉に取り組んでいく必要がありま
す。 

  地域福祉を推進していくためには，行政も含め地域にかかわるすべての者
が，それぞれ役割分担し，協働しなければなりません。行政は,地域福祉を
推進する基盤整備の役割や責務があり，事業者は福祉サービスの適切な提供
者としての役割や責務があるといえます。住民は，福祉サービスの利用者で
あり,同時に地域福祉の主体でもあります。 

 
   ＊社会福祉法第４条 

地域住民，社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関
する活動を行う者は，相互に協力し，福祉サービスを必要とする地域住
民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み，社会，経済，文化
その他あらゆる分野の活動に参加する機会が与えられるように，地域福
祉の推進に努めなければならない。 
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    「地域住民」とは，地域に住んでいる住民だけでなく，そこで働いて
いる人，学生なども含めた地域社会の構成員だといえます。ですから，
地域に暮らし，地域社会に参加し，また，地域社会を基盤として活動す
るのが地域住民であるといえます。 
「社会福祉を目的とする事業を経営する者」とは，たとえば老人ホー

ムや保育所を経営する社会福祉法人や福祉サービスを提供する民間事
業者などです。その施設が地域拠点になることや，専門職員が地域とか
かわる関係も重要な地域福祉です。 
「社会福祉に関する活動を行う者」とは，民生委員・児童委員，福祉

推進委員，当事者団体，ボランティア団体，ＮＰＯなど地域で福祉活動
を行う者です。 

 
(6) 震災を経験して 
  芦屋市は，阪神淡路大震災を経験しました。震災の経験は私たちに，互い
に助け合うことができる地域の大切さを教えてくれました。大きな災害が起
きたとき，地域のコミュニティがしっかりしていれば，あるいは地域のコミ
ュニティを壊さずに保つことがきれば，それが復興のための大きな力となる
ということを私たちは学びました。 
また，震災の教訓は，自然災害だけでなく，事故や病気などにより，不幸

にして身近な人間を亡くした人への心のケアや支援の必要性を社会に提起
しました。 

  震災から１０年以上を経た今日，まちの外観は復興を遂げましたが，これ
らの教訓を，被災地から発信しながら，これからの地域づくりにも生かすこ
とが，震災を経験した私たちの責務であると考えます。 

 
 
 
 
４ 計画の位置付け 
 
(1) 総合計画との関連 
  「第３次芦屋市総合計画」（Ｈ１３～Ｈ２２年度）及び「第３次芦屋市総
合計画後期基本計画」（Ｈ１８～Ｈ２２年度）では，福祉施策に関するまち
づくりの目標を，「健やかでぬくもりのある福祉社会づくり」と設定してい
ます。地域福祉計画は，総合計画を上位計画とし，総合計画で掲げられてい
る目標にそって，次の６つの施策についても内包していきます。 

 
 ① 保健・医療・福祉の連携と充実 

市民一人ひとりのライフステージに対応する，保健・医療・福祉がスム
ーズに連携した健康管理体制の実現を目指します。 
地域のネットワーク形成を支援するとともに，市民やボランティア，Ｎ

ＰＯとの協働により，地域資源を活用した拠点づくりを進めます。 
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  ② 共に助け合う地域福祉の実現 
住民主体の地域福祉を推進し，地域資源を活用するための仕組みづくり

を支援，互いに支え合う地域社会の実現を図ります。 
 
  ③ 高齢者の自立をサポートする社会の実現 

高齢者が主体的に地域とかかわっていくための受け皿を確保していく
とともに，健康の維持や安全の確保など，安心して暮らすことができるま
ちづくり・体制づくりを推進します。 

 
  ④ 子どもたちの心と体を豊かにはぐくむ社会の実現 

次世代の育成を支援するため，行政と福祉を担う様々な主体が連携して
地域の家族を見守る社会の形成を目指すとともに，子育てに関する総合的
な窓口機能の提供など，必要な支援が必要な時に提供される体制の充実に
努めます。 

 
  ⑤ 障がいのある人の社会参加の実現 
    障がいのある人が自立した生活を営んでいくために，地域社会全体で支

えていくための意識づくり，仕組みづくりを進めます。障がいのある人の
活動を制限し社会参加へのバリアーとなるものを取り除くため，共生の理
念の普及・啓発を図るとともに，情報提供のバリアフリー化や関係法令に
基づく施設・設備等の整備，移動の円滑化などを推進します。 

 
  ⑥ 経済的困窮者への支援 
    被保護世帯の状況把握に努めるとともに，自立に向けて必要な個別の支

援プログラムを提供していきます。 
    保健センター，医療機関等の関係機関や民生委員・児童委員等との緊密

な連携を図りながら対応していきます。 
 
(2) 個別計画との関連 
  福祉に関しては，現在「障害者(児)福祉計画＜第４次中期計画＞」，「次世
代育成支援対策推進行動計画＜前期＞」，「すこやか長寿プラン２１」といっ
た個別計画があります。地域福祉計画は，これらの個別計画と整合性及び連
携を図りながら，理念的には，住民主体，住民参加を基本理念とする福祉の
総合計画という性格をもちます。よって，各個別計画と重なる内容について
は，地域福祉計画の一部とみなし，施策の展開を委ねます。 

 
障害者(児)福祉計画（Ｈ１６～Ｈ２０年度）は，「障がいのある人すべて

が社会の一員として，様々な活動に参加し，役割と責任を果たすことができ，
人権が尊重され，共に生き，共に支え合う社会の実現を目指す」ことを基本
理念に据え，共に支え合うまちづくり，自立と個性を生かし容易に社会参加
のできるまちづくり，安心し快適で自分に合った生活ができるまちづくりを
基本目標にしています。 
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次世代育成支援対策推進行動計画前期（Ｈ１７～Ｈ２１年度）は，「とも
に育てよう 親子のきずな 地域のきずな」を基本理念に据え，「子どもの
育ち 親としての育ち 地域での支え合い」を基本視点に施策を展開してい
ます。 

 
すこやか長寿プラン２１（Ｈ１８～Ｈ２０年度）は，「高齢者がいつまで

も，いきいきと安心して暮らせるまち」を基本理念に据え，総合的な介護予
防の推進，地域におけるケアの推進，高齢者の尊厳に配慮したケアの推進，
サービスの質の向上と情報提供，積極的な社会参加の促進と安心のある暮ら
しづくりを施策の基本目標にしています。 

 
これらの個別計画において大きな課題となっている，地域のネットワーク

づくりや地域コミュニティの構築などを地域福祉計画が担います。 
 

また，社会福祉協議会の地域福祉推進計画第５次（Ｈ１８～Ｈ２２年度）
と芦屋市地域福祉計画は，ともに地域福祉の推進を目的とする計画です。市
地域福祉計画は地域福祉を推進するための仕組みづくりの計画であり，社協
の地域福祉推進計画は地域福祉を具体的に進める活動・行動計画であるとい
えます。民間の福祉団体である社会福祉協議会と連携して地域福祉を推進し，
公私協働の理念を実現していきます。 

 
  ＊社会福祉協議会 
   社会福祉協議会は，市区町村，都道府県・指定都市，全国の各範囲で組

織された民間団体（社会福祉法人）で，地域住民，社会福祉を目的とする
事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者など幅広く地域福
祉にかかわる人々が参加しています。社会福祉法において，地域福祉を推
進する団体として位置付けられており，住民にとって最も身近なところで
地域福祉を具体的に推進する役割が期待されています。 
社会福祉協議会は，福祉のまちづくりの地域における拠点であり，住民

が主体的に活動する地域のコミュニティづくりを支援します。 
 
 

保健や医療，教育など地域福祉に密接な関連をもつ分野だけでなく，他
の生活関連分野の計画とも整合性を図ります。 
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５ 計画の期間 
  平成１９年度から平成２３年度の５か年計画とします。 
 
 
６ 計画の策定体制 
 
(1) 「芦屋市地域福祉市民会議」の設置 

住民主体を基本理念とする計画の策定に当たり，市民意見を広く聴取する
ため，「芦屋市地域福祉市民会議」を設置しました。会議は，公募委員，福
祉関係団体，地域関係団体，ボランティア団体などから推薦された委員の参
加によりワークショップ形式で，５か月間６回のワークショップを経て，
「芦屋をよりよいまちにするための優先課題と方策」をまとめました。 

第３次芦屋市総合計画 

*** 健やかでぬくもりのある福祉社会づくり *** 
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(2) 地域福祉に関する市民意識調査の実施 
地域福祉市民会議の他にも，地域福祉に関する市民意見を幅広く把握する

ため，平成１８年８月に市民２５００人（無作為抽出）に対し，郵送による
意識調査を実施しました。 

 
(3) 「芦屋市地域福祉計画策定委員会」の設置 

地域福祉の推進に関する事項を一体的に定める計画の原案を策定するた
め，「芦屋市地域福祉計画策定委員会」を設置しました。 

 
(4) 「芦屋市地域福祉計画推進本部」の設置 

   芦屋市地域福祉計画を策定し，計画の実現を目指す施策を総合的に推進す
るため，市長を本部長，助役を副本部長とする「芦屋市地域福祉計画推進本
部」を設置しました。 

 
(5) 「芦屋市社会福祉審議会」 

   地域福祉計画の策定に当たり，「中間まとめ」，「地域福祉計画原案」につい
て「芦屋市社会福祉審議会」でも検討いただく予定です。 
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第２ 地域の現況と課題                   

 
１ 市民会議 
  計画を策定するに当たり，市民の皆さんの率直な意見をいただく場として，
平成１７年１０月に芦屋市地域福祉市民会議を設置しました。市民会議は，６
名の公募委員，福祉団体の代表や福祉関係者，自治会，老人クラブ連合会，コ
ミスク，子ども会の関係者，民生委員・児童委員，日頃から地域福祉にかかわ
るボランティアグループ・ＮＰＯなどからの市民委員が参加し，市民主体のワ
ークショップ形式で計６回の会議を経て，「芦屋をよりよいまちにするための
優先課題と方策」をまとめました。会議では，何よりも地域住民の視点を大切
に参加者主体で論議を深めました。生活者として，普段考えていること，自分
たちのまちに対する思い，行政に対して思っていること等々を，様々な立場の
人が集まり，互いの立場を認め合いながら，率直に考え，意見をまとめました。
また会議には，学識経験者，市の職員もオブザーバーとして参加しました。 

 
(1) 開催経過 

 

 日        時  場    所  
第１回  平成１７年１０月２３日（日）午後１時～４時半  市役所分庁舎大会議室  
第２回  平成１７年１１月１５日（火）午後１時～４時  市役所分庁舎大会議室  
第３回  平成１８年 １月１２日（木）午後１時～４時半  市役所分庁舎大会議室  
第４回  平成１８年 １月２５日（水）午後１時～４時半  市民センター３０１室  
第５回  平成１８年 ２月 ３日（金）午後１時～４時半  市役所南館４階大会議室  
第６回  平成１８年 ２月２１日（火）午後１時～４時  市役所分庁舎大会議室  
※３月２３日（木）には、市民委員有志の参加による研修会を実施しました。 

 

(2) 検討のプロセス 
   市民会議では，「芦屋市をよりよいまちにするための課題」について意見を

出し合った結果，以下の１１の課題に整理することができました。 
 

課題１．地域づくりに対する市民意識を向上させ，活動実践者の発掘・育
成をする 

課題２．生活弱者が暮らしやすいまちづくりを進める 
課題３．総合福祉センター等，活動や交流の拠点をつくる 
課題４．住民と行政が協力してまちづくりに取り組める仕組みをつくる 
課題５．自治会，コミスク，老人クラブ等，地域のグループや団体の横の

ネットワークをつくる 
課題６．行政職員の資質を向上させる 
課題７．気軽に参加できる地域のコミュニケーションをつくる 
課題８．活動の担い手や参加者の固定化を解消する 
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課題９．声掛け，あいさつから始まる近所づき合いを深める 
課題 10．自治会組織の充実・連携を図る 
課題 11．みんなが気軽に交流できる機会や，そのための情報を充実させる 

 
(3) まちの課題解決のための方策 

   市民会議では，前述の課題１から課題５についてを優先課題とし，解決の
ための方策を検討しました。その結果，以下のような方策が提言されました。 
なお，課題解決のための方策は，「個人や家庭で取り組むこと」「地域で取

り組むこと」「行政で取り組むこと」に分類してまとめています。 
 

課題１．地域づくりに対する市民意識を向上させ，活動実践者の発掘・育
成をする 

（個人・家庭では） 
○地域の情報交換連絡会をつくり，運営していく。 
○情報掲示板の管理・情報のコーディネートをする。 

（地域では） 
○中学校区，できれば小学校区で，情報交換をする場所をつくり，コーデ
ィネーターを置く。情報発信，交流をする。 

（行政では） 
○地域の情報交換連絡会を開催するための場を提供する。 
○ボランティアグループだけでなく，ＮＰＯや個人の情報を掲示する掲示
板の設置を商店，生協などと交渉する。 

 
課題２．生活弱者が暮らしやすいまちづくりを進める 
 ―インクルージョンのまち・あしや宣言をする― 
  ＊ここでのインクルージョンとは，高齢になっても障がいがあって

も外国人であっても所得が低くても，必要なサポートによりどん
な立場の人も含めて包み込むという意味に使っています。 

（個人・家庭では） 
○宣言ステッカーを家や自家用車に張る。 
○家庭の中で福祉を話題にする。 

（地域では） 
○ステッカーの普及（配布）に社協，自治会，福祉団体なども参加する。 
○福祉についての知識普及のため，シンポジウムや講演会を積極的に行う。 
○中学生の体験学習「トライやるウィーク」で福祉の現場をよく見てもら
う。 

（行政では） 
○障がいのある人も高齢者，外国人もみんなが住みやすいまちづくりを目
指して「インクルージョンのまち・あしや」宣言を全国に先がけてする。 

○宣言をブランド化するためにかっこいいステッカー（マーク）をつくる。 
○ステッカーを広報紙に掲載，公用車に貼り，市民の目につくようにする。 
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課題３．総合福祉センター等，活動や交流の拠点をつくる 
（個人・家庭では） 
○たとえばあし湯等，知られていない交流の場を口コミでもっと周知する。 

（地域では） 
○総合福祉センターの必要性を，関係者レベルから市民の要望にしていく。 
○既存の施設や拠点を有効利用する。若い人たちもそこに子どもを連れて
出向いていく。 

○掲示板を活用する。交流の拠点をつくるには利用することが大切。掲示
板を見るクセをつけるために啓発していく。 

（行政では） 
○福祉の総合施設としての拠点づくりを，市の施策の最優先事項にする。 

 
課題４．住民と行政が協力してまちづくりに取り組める仕組みをつくる 

（個人・家庭では） 
○市民活動にかかわる人は， 

    無理をしない，自分ができることをできる時に，情報を共有する， 
    何がしたいか，何ができるかを考える。 

○市民活動のリーダーは， 
   メンバーを甘やかしすぎない，役員の世代交代を図る，一人で抱え込ま

ずに任せる。 
（地域では） 
○プライバシーや個人情報保護についてみんなで考え直す。 

（行政では） 
○行政職員の専門知識に個人差があるので福祉･人権等の職員研修を行う。 
○行政システムや部署を，市民に分かりやすく整理する。 
○住民と行政が同じ視点や意識をもつために，行政職員はボランティア活
動を理解し，現場を知るように心がける。 

 
課題５．自治会，コミスク，老人クラブ等，地域のグループや団体の横の

ネットワークをつくる 
（個人・家庭では） 
○笑顔であいさつする。 
ご近所づき合いを大切にして地域とつながりをもつ。 

（地域では） 
○地域で行事を開催することによって，まず顔の見える関係づくりをする。 

  花見，夏祭り，もちつき等，各種団体一つになってネットワークづくり
の第一歩を始める。 

（行政では） 
○スクラップ＆ビルド 

    行政組織を整理して，（縦割りでなく）地域とのつながりを一本化する。 
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